
愛労連

2002年度

第25回定期大会
2001年７月８日

名古屋市南区・サン笠寺サンホール



- 1 -

目 次

････････････････････････････････････････１Ⅰ．2001年度の主なたたかいの総括

１．はじめに･････････････････････････････････････････････････････････････１

２．2000年秋季年末闘争･･･････････････････････････････････････････････････１

３．2001年国民春闘･･･････････････････････････････････････････････････････３

４．名古屋市長選挙のとりくみ･････････････････････････････････････････････７

５．とりくみの到達点と今後の課題･････････････････････････････････････････８

････････････････････････････････････１０Ⅱ．情勢の特徴と2002年度の運動方針

＜情勢の特徴＞･････････････････････････････････････････････････････････････１０

＜2002年度のたたかいの３本柱＞･･････････････････････････････････････････････１１

＜主要課題のとりくみ＞･･････････････････････････････････････････････････････１１

１．賃金・時短・雇用 「働くルール」確立 ～「国民春闘再構築」のたたかい･････１１、

２．税金の使い方の転換、社会保障拡充、国民生活擁護、政治を変えるたたかい･･･１３

４３ 「10万人愛労連」にむけた組織拡大・強化のとりくみ･････････････････････････１．

･･････････････････････････････････････１７当面の闘争と秋季年末闘争について

････････････････････････････２１２００２年度役員名簿、スローガン、大会宣言

････････････････････････････････････････････････････････････２４機構、任務配置



- 2 -

Ⅰ．２００１年度の主なたたかいの総括

１．はじめに

２０世紀から２１世紀にまたがったこの一年、全労連・愛労連とその仲間たちは、自公保連立

与党の悪政と大企業によるリストラ「合理化」の嵐が吹き荒れるなかで、労働者と国民の利益を

守り 「人間らしく生き働ける職場と社会」をめざして闘ってきました。、

成果・業績主義賃金の拡大と総額人件費抑制をかかげて春闘解体をねらう資本の攻撃に、すべ

ての労働者の賃金底上げ・最低賃金闘争を対置して社会的に切り結んだ賃金闘争、過労死を生み

だす異常な長時間・過密労働を告発し、政府に「サービス残業改善」通達を出させた「はたらく

ルール」確立のたたかい、森首相をついに辞任に追い込んだ政治・国会闘争、税金の使い方を改

めさせ、住民が主人公の地方自治体をつくるたたかい、国鉄闘争をはじめとする争議支援など、

つねに労働者・国民の先頭に立ち、労働者・県民の信頼を深めてきました。

このなかでうれしいニュースも手にしました。最高裁での敗訴を乗り越えて闘い抜いた田中さ

んを含め、みんなで祝った日立争議の一括勝利解決。愛労連の労働相談から始まり、１００名を

超える労働組合をつくって未払い賃金の立て替え払いを勝ち取った全国一般ヒット通商支部の青

年たち。国の責任を認め 「公害差し止め」を命じた名古屋南部大気汚染公害訴訟（あおぞら裁、

判）１１．２７判決などはその代表です。

しかし、一方で労働者と国民の生活はいっそう苦しさを増し、史上最悪の企業倒産、３４０万

人をこす失業者など、情勢はさらに悪化しています。森首相は退陣に追い込みましたが、自民・

公明を中心とする反動的な連立は残り、小泉新内閣が発足しました。その小泉新首相は「聖域な

き構造改革」などと唱え、国民への痛みの強要を公言しています。憲法改悪や集団的自衛権の行

使に言及するなど平和と民主主義への重大な挑戦も目立ちます 「すべての労働者・県民を視野。

にたたかう」愛労連の役割はますます重要です。

この一年の主なたたかいをふり返り、その到達点と課題を明らかにしながら、確かな方針を確

立し、さらに運動と組織を強化することが求められています。

２．２０００年秋季年末闘争

－ 労働者・国民の状態悪化と劇的な自民党離れ 「共同」の可能性拡大、

２０００年秋季年末闘争は、９月 日深夜に東海地方を襲った大豪雨が名古屋市、西枇（１） 11
杷島町など県内自治体に甚大な被害をもたらし、有珠山・三宅島の噴火とともに被災者・自治体

の救援・復旧支援などが緊急課題となるなかで始まりました。

私たちの場合、１２月のＢＩＥ総会で愛知万博の正式登録をめざす愛知県に「万博開催の是非

は県民投票で」と求める３１万余筆の直接請求署名にとりくんだ後でしたし、翌年４月に市長選

挙を控えた名古屋市がまた、膨大な財政赤字をかかえながら万博・新空港に力を入れていること

から 「無駄な公共事業より災害対策を 「税金の使い方を改めよ」の要求と世論を高めてのた、 」

たかいでした。

秋闘はまた、全国的にはＮＴＴの営業所廃止・大幅人員削減や金融ビッグバンなどが象徴する

大企業のリストラ「合理化」と中小零細企業の経営悪化、森自公保内閣の悪政、長引く消費不況

と労働者・国民の状態悪化などを大きな「共同」で打開し、雇用とくらし、福祉を守るたたかい

としてとりくまれました。それは、初めて２％を切って過去最悪となった春闘結果が響いて「ベ

ア見送り、一時金０．２月削減（＝４．７５月に 」とされた人事院勧告、深刻な矛盾をかかえ）
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て始まった介護保険制度、森内閣による参院選挙制度改悪（ 非拘束式」名簿方式導入）や医療「

改悪（６５歳以上の負担を定額→定率制へ）の提案など、国民の怒りが高まるなかでのたたかい

でもありました。

、 、 「 」このなかで愛労連は 官公労の賃金確定・民間の一時金闘争と併行して ①リストラ 合理化

反対・雇用拡大・生活防衛、②社会保障拡充・補助金カット反対、③万博・空港など大型イベン

ト・公共事業の見直し、地方財政危機打開の「秋闘３大要求」を重視し、これと東海豪雨の被災

者救援・災害対策を結合してとりくみました。

そのうち、愛労連が運動の主な節とした「１０月自治体キャラバン 「不況打開、いの（２） 」、

ちとくらしを守る１１．１５あいち秋の行動デー 、全労連提唱の「１１．１７省庁包囲行動～」

１１．１８中央大集会」は次のようにとりくみました。

① 社会保障に加えて豪雨災害の被災者救援と災害対策、雇用対策も独自に要請した「自治体キ

ャラバン （ ／ ～ ）には愛労連・社保協・自治労連から４８９名、日本共産党の地方」 10 17 24
議員１００名が参加し、率直な懇談を通じて「悩み 「願い」を共有できる自治体をひろげま」

した。

② 愛知が独自に設定した「１１．１５秋の行動デー」では 「栄総行動」や「住軽金９争議支、

援、港総行動」などとも連携して、県下２１６駅頭・工場門前などでの１０万ビラ宣伝（全地

） 、 、 、 、 、 、域 をはじめ 労組訪問 自治体要請 企業・団体申し入れ 職安前宣伝 昼休みや夜の集会

学習会、デモ、消費税宣伝や労基署交渉など、地域中心の一斉行動にとりくみました。

県段階では「栄総行動 、国民大運動実行委員会など８団体と共同して 「不況打開、いのち」 、

・くらしを守る１１．１５行動」をくりひろげ、終日、県や国の各関係機関、経営者協会、関

係企業への要請にとりくみ、雪印や三菱自動車事件に見られる「企業倫理の喪失 、不払い残」

業根絶、雇用拡大、大型開発優先の公共事業の転換、災害・雇用・失業対策の重視など訴えま

した。

③ 国民春闘共闘・全労連が呼びかけた「１１．１７全国統一行動」は、全国の仲間が東京に渦

巻く要求と署名を持ち寄り、各省庁と国会への要請、集会・デモなどの行動を展開しました。

昼の「中央総決起集会」には全国から８，０００人が参加し、雨をついて国会請願デモをおこ

ないました。愛労連は、この日は単産ごとの行動にゆだねましたが、独自にも２４人の要請団

を組み、豪雨対策（国土庁 、万博（通産省 、新空港問題（運輸省・環境庁）で要請をおこ） ）

ない 「激甚災害」指定など強く要求しました。、

なお、この日は全労連の「パート・臨時労組連絡会」が結成されましたが、愛労連はこれにも

代表を送り、愛知での「第６回パート・臨時の元気が出る集会 （１９日）の成功につなげま」

した。

④ 翌１８日 全労連・春闘共闘・大運動などが呼びかけた 許すな！大企業の横暴 めざそう！、 「 、

社会保障の充実、平和な日本と世界を。森内閣打倒１１．１８国民大集会 （亀戸中央公園）」

は、失政・悪政をつづける森内閣の支持率が１５％近くに落ち込み 「即時退陣」要求が高ま、

るなかで野党４党が不信任案を提出する時期と重なったこともあり、全国から５万人が参加し

て大きな高揚を見せました。愛知からは４００名を超す代表が参加し、森内閣と自公保の反国

民的な与党連合に怒りのシュプレヒコールを響かせました。

その後、国会に出された内閣不信任案は土壇場での加藤元幹事長の本会議欠席もあって否（３）

決され、以後、森内閣は「数」を頼みに悪法を強行しますが、これは自民党に自浄能力がないこ

とを逆に鮮明にし、国民の自民党離れを劇的に進行させる結果になりました。１０月の長野・田

中知事の誕生と東京２１区衆院補選での川田悦子氏の当選、１１月１９日の栃木・福田知事誕生

など、いわゆる「無党派層の反乱」はその先駆けでした。
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この秋は 「即時退陣」要求の高まりのなかでも森内閣は居座り、労働者・国民の状態悪（４） 、

化もつづきました 官公労の賃金確定や民間の一時金闘争も結果だけから見ると 成果 より 落。 「 」 「

ち込み」が目立ちました。しかし、日立争議やあおぞら裁判が示すように 「闘ってこそ展望あ、

り」です。万博・空港・豪雨災害では草の根の運動がしっかりと根づいて県・市への怒りをひろ

げていますし、障害者団体や社保協などの粘りづよい運動は知事に、９月に導入した福祉医療一

部負担＝補助金カットの「２００１年度見合わせ」を決断させました。公務労組の確定闘争も、

所属上部団体の枠を超えて「共同」がひろがり、闘いへの確信が深まっています。労働相談も年

間５００件に迫り、これを契機とする組合加入や組合結成も増えています。このままではいけな

い、現状を変えたいとする労働者・住民が増え、たたかう労働組合への共感も確実にひろげた秋

闘、２００１年春闘につながる秋闘と評価できます。

３．２００１年国民春闘

－ パートを含む賃金の底上げ、不払い残業根絶・働くルール確立が新たな「流れ」に

（１）労働者・国民の状態悪化と全労連・春闘共闘の方針

２００１年春闘は、高失業率と若者の就職難、２年続きの減収で８年前の水準にまで落ち込ん

だ年間収入、過労死・過労自殺の続発、２年連続３万人を超えた自殺者、未権利状態のパート・

臨時の増大など、国民の状態悪化がいっそうすすむなかでたたかわれました。そごうや千代田生

命の経営破綻など不況型倒産も最悪の水準に達し、大企業のリストラ＝企業再編と人減らしが労

働者の雇用不安・生活不安をあおるのに加えて、森内閣が労働者・国民泣かせの悪政を続け、将

来不安も募るなかでのたたかいでした。

ところが財界・大企業（主要企業４２７社）は、不況下でも「賃下げ・リストラ効果」によっ

て１００兆円を超える内部留保を溜め込み、３月決算ではバブル期並みの増収が確実視される一

方で 「国際競争力強化」のためにはこれ以上の賃上げは困難とし、９年連続のベアゼロ方針、、

総額人件費抑制やリストラ「合理化」の徹底を強調しました（１月「労問研報告 。これでは」）

労働者・国民のいっそうの生活悪化は避けられず、消費が冷え込み不況がさらに長びく「景気の

悪循環」が必至です。

これに対し全労連・春闘共闘は 「不況打開の展望は、労働者・国民の家計を暖めてこそ開け、

る」と強調 「①パート・不安定雇用労働者の低賃金をただし、すべての労働者の賃金底上げを、

はかる、②世界に例を見ない不払い・サービス残業という異常な実態をただす、③大企業の横暴

なリストラに歯止めをかけ、解雇規制法の制定を求める」の３点をかかげ、世論をひろく結集し

て政府・財界に迫っていく国民春闘を呼びかけました。そして重点課題として、①パート賃金の

引き上げや最賃闘争の重視＝誰でもどこでも月額１５，０００円、時間給１００円の賃金底上げ

を、②「働くルール」確立、３年間で労働者の過半数の署名を集めよう、③社会保障拡充、｢消

費税を３％に戻せ｣など国民要求実現、森自公保内閣の即時退陣などを掲げて奮闘しました。

春闘をたたかう節目の行動としては、｢２．２１地域・産別総行動、列島騒然全国統一行動｣、

｢３．２官民共同霞ヶ関包囲中央行動｣、｢賃上げ闘争山場の３．１５、ならびに４．１８全国統

一行動｣を提起しました。

（２）本格化した「底上げ・最賃闘争」と「目に見え音に聞こえる」行動の展開

愛労連は、財界の春闘解体攻撃と不況下で低迷する賃金闘争の再構築をめざし、秋闘段階から

「要求アンケート」を重視し 「賃金闘争の前進をめざす学習討論集会 （10／29 、愛知春闘共、 」 ）

闘発足総会（11／22 、春闘一泊討論集会（12／9 ～10）などでの討議と意思統一も大切にしま）



- 5 -

したが、これは単産も同様でした。とくに愛知国公の場合、大企業の過酷なリストラ「合理化」

と中小の経営困難のもとですすむ民間の賃下げ・人減らしが公務にも及び、８月の人事院勧告も

２年続きで「マイナス勧告」となるなかで 「これをどう打開するか」の真剣な議論がすすみま、

した。そして「賃金・労働条件の改善は当局交渉・職場闘争だけでは限界 「全労連のいう“す」

べての労働者に賃上げ”をめざし、最賃闘争に積極的にとり組もう」との意思統一が図られまし

た。全国一般やきずなの活動のつみ上げとともに、愛労連の最賃闘争を支える貴重な学習・討議

になったといえます。

、「 、 ，こうして愛労連は１月の臨時大会で ①すべての労働者に賃上げを 誰でもどこでも月１５

０００円、時給１００円の賃上げを、②企業の身勝手なリストラ反対・はたらくルール確立を、

③消費税減税、社会保障の改悪反対、税金の使い方を改めよ」の３大要求を確認し、森内閣打倒

・名古屋市長選勝利などとも結合してたたかう方針を決定しました。そして、単産の要求ととも

に「パートを含む賃金の底上げと最賃闘争 「不払い・サービス残業根絶」を重点に要求闘争を」

すすめること、近づく名古屋市長選挙もにらみ 「万博・新空港、徳山ダムに市民の税金を使う、

ことの是非を問う」直接請求署名も併行して成功させることを確認しました。

愛労連としての主な行動は、年明け早々の「市民投票条例」制定要求署名のほか、２月いっぱ

いの「最賃生活体験」や各単産１職場を目標とする「不払い残業実態調査 、連合・ＪＣの労使」

交渉を「激励」するトヨタ総行動（ ／ 、工場門前宣伝）～第 回トヨタシンポ（ ／ 、2 12 18 2 25）
全労連提唱後４回目となる「列島騒然２．２１総行動」への地域からの一斉行動など前段のとり

くみを経て 「２月中の要求提出～３．１４回答指定日、翌１５日にストライキを含む全国統一、

行動」の日程でとりくみました。

全国から１万人が参加して霞ヶ関包囲・省庁要請を展開した「３．２中央行動」は単産ごとの

とりくみとしました。また、４．１８統一行動から第７２回メーデー、そして５月闘争へとつづ

く後段では、残された未解決組合の回答引き出し・上積み交渉と併行し、最賃闘争や不払い残業

根絶など重視してとりくみました。

うち 「２．２１総行動」は、早朝を中心とする２１８駅頭・工場門前宣伝に１，１００名、、

夜の集会・学習会（９カ所）に８００名が参加したのをはじめ、繁華街宣伝や昼デモ、自治体や

労基署などへの要請、労組訪問などへの参加も５００名に迫り、県段階での申し入れ（県経営者

協会、愛知労働局、県産業労働部、ＪＲ東海、ＪＲ東海バス）や「ＫＳＤ・機密費疑惑糾弾、森

首相即時退陣」を掲げての自民党県連デモとあわせて２，５００名が行動、全国の仲間に呼応し

て「春闘本格化」をアピールしました。

また、賃金闘争最大の山場となった「３．１５統一行動日」には、前日、トヨタや電力など連

合・ＪＣ（金属労協）大手単産に示された超低額回答やベアゼロ攻撃への抗議も込めて、通信労

組、医労連３病院、建交労・鉄道本部、日本ＩＢＭがストライキで立ち上がったのをはじめ、官

民の多くの職場で時間内外の集会が開かれ、夜には栄・久屋広場に１，２００名が結集して「春

闘・名古屋市長選挙勝利、３．１５愛知総決起集会」を成功させました。

（３）賃上げ回答の全体結果と、底上げ・最賃、不払い残業根絶への重要な前進

こうして積み上げた２００１年春闘は、これを賃上げに限るとたいへんきびしい結果でした。

全労連データによると、春闘共闘６３０組合の５月末時点での加重平均は７，５３７円、２.２

（ 、 ． ）、 ， 、 ． （ 、７％ 前年比＋１１０円 －０ ０５％ 連合は５ ９８０円 １ ９４％ 前年比－１７円

－０．０２％）となっています （６月末春闘共闘６７５組合加重平均７，６５１円、２．２６。

％、前年比＋１０４円増・同率）

春闘前段では、企業収益回復を背景にＩＭＦ・ＪＣ（金属労協。企業収益は２４．５％増）な
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どは前年を上回ると見られていましたが、株価急落、アメリカ経済の混迷などで経営側の巻き返

しが強まり、結局は「４年連続史上最低」に抑えこまれたわけです。このなかで「業績絶好調」

のトヨタでもベア６００円（定昇込７，６００円 。電力、ＮＴＴ、松坂屋、名鉄百貨店など先）

行指標となる有力企業を含め大企業労組の３割がベアゼロ回答を容認（ＮＴＴは要求自体を見送

った）など 「春闘解体」を深めています。産業・企業格差がひろがって春闘相場をつくりにく、

い上に、成果・業績主義賃金の拡大も労使交渉を形骸化し 「組合は何のためにあるのだ」など、

労働者の不満も高まっています。

一方、中小零細企業を多くかかえる全労連・春闘共闘では、深刻な経営危機のもとで少なくな

い組合にベアゼロや定期昇給カットなどの回答が示され、交渉は難航しました。とくに「規制緩

和」による過当競争や荷主企業のコストダウン 「不良債権処理」を急ぐ銀行の貸し渋り・貸し、

剥がしに苦しむ運輸・トラック業界（建交労）などは典型的で 「ここ数年、賃上げどころか一、

時金が１０年前の水準に戻ってしまった」仲間も多く、ギリギリの要求を背に多くの組合が５月

の連休をまたいで粘りづよくたたかい、他方では労働条件と職場経営を守る労使共同の省庁要請

も展開するなど、奮闘しました。全国一般が数次に渡って中小企業訪問を組み、くらしと経営を

ともに成り立たせる話し合いを深めたのも貴重なとりくみでした。これらの奮闘も春闘全体の否

定的影響をのりこえるまでには至らず、全体としては不十分な賃上げ結果となっていますが、そ

の頑張りは周りの労働者を励まし、明日につながる力になっています。

なお、愛知春闘共闘の登録２４６労組で見ると、６月２６日時点で回答引出しは１７６組合と

全体の７割、妥結・終結は１３８組合（５６％）で、新聞・出版・広告の８～９，０００円から

建交労・全港湾の２，０００円まで業種間落差が大きく 「ゼロ回答」も２５組合含まれて、全、

体の単純平均が３，７３３円（昨年４，０７８円）まで下がったのが実態です。

全体の賃上げは「史上最低を更新」でしたが、今年は運動上で重要な前進があり 「すべての、

労働者を視野に入れた春闘再構築」へ、新たな糸口をつかんだ春闘でした。

一つは「賃金の底上げ・パート賃金の改善」が、サービス残業根絶・解雇規制法制定要求とと

もにナショナルセンターの違いをこえた共通の要求課題となり、マスコミも取り上げる社会的な

焦点となったこと、これと結合して最低賃金闘争前進 「はたらくルール」の確立への新たな展、

望を開いたことです。

愛労連も底上げ・最賃とサービス残業根絶、解雇規制法に重点を絞って春闘宣伝を展開、トヨ

タ総行動でも「２．２１総行動」でも共感をひろげる宣伝・申し入れが出来ました。また「底上

げ・最賃」をめぐっては昨年の４倍強、５２名の組合員が最賃生活体験（２月）にチャレンジ、

現行最賃の問題点をえぐって宣伝や労働局交渉に生かしました。県の最賃審議会にプレッシャー

をかけつつ、審議会委員に女性を含む３名の推薦もおこないました。新聞折り込みチラシから事

業所の時給を調べ「時給１００円アップ」をアピールする活動も東三河や千種・名東労連などで

とりくみ、法違反の是正、パート賃金引き上げの世論形成に貢献しました。全国一律最賃制を求

める署名数が少ないなど問題はありますが、社会的な影響力をひろげるたたかいとして、さらに

重視する必要があります （ トヨタでサービス残業、労基署が是正勧告」７月５日、中日新聞）。「

二つは 「サービス残業根絶、はたらくルール確立」へ、大きな流れをつくったことです。愛、

知の場合、名古屋市長選挙と重なって「はたらくルール」署名は遅れましたが、秋～春闘での継

続的な自治体・省庁要請や全労連・日本共産党などの全国的なキャンペーンや交渉などが実っ

、 「 」 「 ． 」 。て ４月には厚生労働省が サービス残業根絶 へ向けた画期的な ４ ６通達 を出しました

これは、現状を「労働時間の把握が曖昧となり、その結果、割増賃金の未払いや過重な長時間

労働の問題が生じている」と把握し 「使用者は、基準を遵守すべき」として労働時間の厳格な、

把握と管理を求めたものです。今後の職場闘争や労使協定に生かすとともに、これを追い風に署

名も思い切ってひろげ 「ルール違反は許さない 「人間らしく働けるルールの確立を」の風を、 」
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大きく吹かすことが求められます。

（４）リストラ「合理化」反対、争議支援のたたかい

春闘のなかで最近とくに大きな比重を占めるのがリストラ「合理化」との闘いであり、争議支

援です。愛労連は９９年に「リストラ対策委員会」を発足させ、別に「大企業ネットワーク」も

つくって情報交換も深めてきましたが、産業再生法や会社分割法など政府の後押しで企業の攻撃

が拡がるなかでこの一年も力を入れ、秋闘につづき「２．２１総行動」など節々で当該労働者を

包んで宣伝・交渉をおこなうなど 「横暴勝手なリストラ許すな！」の声をひろげました。、

ＮＴＴの大「合理化 、住軽金９争議、丸八商運や板山運送の組合員排除、東海銀行の統合・」

合併、全港湾ダイコー分会・千葉さん解雇事件、中日本観光の廃業、ジェイアール東海バスの路

線廃止、ニチメンの女子社員差別、三菱自動車大江工場閉鎖問題・・・など一つ一つの事例が規

模・内容ともさまざまで、とりくみにも限界があるのが実情ですが 「連合」と比べて愛労連や、

関係単産・地域労連への期待は大きく、常設労働相談や愛知争議団、健康センターの活動ととも

に企業の勝手放題を許さない「護民官」的役割も果たしています。参院労働委員会の八田ひろ子

議員との連携も貴重で、住軽金での労災事故続発問題などでの国会質問、工場視察・申し入れは

職場・地域を大きく激励しました。

企業の横暴を許さないこの一連のとりくみのなかで、全国一般ヒット通商支部など、労働相談

を契機に組合を作ってたたかう決意を固めた青年が愛労連に加入し、組合員を１０２名に増やし

た例も生まれました。港の労働者・民主勢力が力を結集してとりくんでいる住軽金９争議支援で

は、団体生命保険裁判で２月・３月にあいついで勝利判決をかちとるなど、全国の仲間を励ます

成果もあげており、たたかいは前進しています。

ＪＭＩＵ、全国一般、きずな、建交労、銀産労、自治労連など多くの単産が、解雇や労働条件

の一方的切り下げとたたかう労働者を包んで闘っているだけでなく、名中センターや港地区労、

東三河労連、尾中労連など「地域の労働者は地域で守る」労連も増えており、一つ一つの争議を

粘りづよく支援して信頼を深め、組織も増やしているのは重要な財産です。愛労連は結成以来、

これらリストラ争議の先駆けともいえる「国鉄１，０４７名の解雇」撤回など多くの争議を支援

してきましたが、分割民営化から１５年、不屈に闘う争議団をはじめ、当事者の頑張りは逆に支

援者を励ましています。一日も早い解決へ引きつづき奮闘が必要です。

なお、リストラは民間だけでなく「行革」の形で早くから官公労にも攻撃が続いていますが、

最近では国家公務員の２５％削減や独立行政法人化攻撃、病院・学校給食の民間委託化・パート

化などに典型的な自治体リストラ、財政危機のもとでの愛知県や蒲郡市の賃金カット、県立病院

での３ケタの人員削減提案など、攻撃も激しさを増しています。

、 、 、 、これに対し私たちは国公 自治労連 医労連 愛高教など関係単産を中心に集中的にとりくみ

節々では上部団体の垣根を超えた共同、民間の仲間や住民との共同もひろげて当局を包囲、攻撃

を撤回させたり歯止めをかける成果を上げています。このなかで 「職員への攻撃は住民のくら、

」 、「 」 。しへの攻撃と表裏一体 という認識も深まり 税金の使い道を改めよ の声もひろげています

この「共同」に確信を持ち、外に打って出て闘いをひろげることが重要です。

（５）国民要求実現、政治の転換をめざして

悪政・失政を重ねた森内閣の支持率がマスコミ調査で１０％台に落ちこむなか、この春は「森

内閣退陣」を求める「世直し春闘」としても闘われましたが、ＫＳＤ汚職、機密費疑惑、米原潜

「えひめ丸」衝突事件での森首相の対応など、政治の腐敗・堕落・無責任があいついで表面化す

るなかで自民党政治への不信が極限に達し、世論調査でも「嫌いな政党」のトップに出る状況が
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生まれました。

このなかで愛労連は 「２．１２トヨタ総行動 「２．２１総行動」はじめ春闘の節目の行動、 」

で一貫して「世直し」を訴えたほか、民主団体と共同で「緊急県民集会 （２月６日、３月６日」

など）も開催しました。新聞が私たちのデモ行進を写真付きで紹介するなど、注目されるとりく

みでした。 その後、森内閣はマスコミの調査で支持率が８％に落ちるなかで「死に体」となっ

て退陣、自民党総裁選挙で圧勝した小泉氏が自公保連立与党を引き継ぎ、４月末に小泉新内閣が

スタートしました。

その小泉政権は、旧経世会主流の橋本元首相を破って総理総裁の座につき、田中真紀子氏を外

相に起用するなどして圧倒的な支持率を保っていますが、政治姿勢と政策の基本は森内閣と変わ

っていません。経済、財政、行政、社会、政治など各分野での｢聖域なき構造改革｣を表明、２０

万社以上の倒産・１００万人以上の新たな失業が出るという「不良債権最終処理」を急ぐという

ほか、民活・規制緩和を軸とした｢行財政改革｣の断行、社会保障の国民負担増、外交・安全保障

では日米安保体制の有効な機能と有事法制の検討、首相公選制を突破口とする憲法改悪の検討な

ど、森内閣以上に危険な本質が明らかになっています。森内閣が着手した反動的な教育「改革」

や、国家権力にひたすら忠実な職員を育てる公務員制度大改悪なども、そのまま推進しようとし

ています。

こんな政治がやられたら、私たちの未来はたいへんです。マスコミがつくる小泉の「虚像」と

「実像」の落差がはっきりすればその人気は失速し、自民党・公明党中心の国政を大きく転換す

ることも可能です。組合員と県民にひろく訴え、７月参院選挙では私たちの要求を前進させる勢

力を大きく伸ばして政治の転換を図ることが重要です。

４．名古屋市長選挙のとりくみ

秋闘から２００１年春闘にかけて、私たちが併行してとり組んだもう一つの重要課題が名古屋

。 「 」 、市長選挙でした オール与党に担がれて前回初当選した松原市長は国や県の 景気対策 に追随

万博、空港、徳山ダムなどの大型公共事業に湯水のように税金を使い、４年間で４，４００億円

も借金を増やして市債残高３兆２千億円・利払いだけでも毎日３億４千万円という大変な財政危

機を招きました。そして医療・福祉などの補助金をカットし、かつて「日本一」と言われた福祉

水準を大きく後退させました。この市政を再び市民の手に取り戻すたたかい、オール与党県政に

も痛打を与える政治戦です。森内閣の悪政に自民支持率が急落し、長野や栃木の知事選で無党派

候補がオール与党候補を破るという追い風もありました。

愛労連はこれまでも革新市政・県政の会の中心団体として「住民が主人公」の自治体建設をめ

ざし、藤前干潟保全、知事選での影山候補押し上げ、万博の是非を問う県民投票運動などに重要

な役割を果たしてきました。そして９月定期大会ではこの間の「共同」のひろがりと運動前進を

ふまえ 「必勝」の構えで市長選を闘うと決定、豪雨災害シンポや「万博待った！」の諸行動、、

「１２．２４市民大集会」などを経て、年明けから革新市政の会に常駐役員を派遣するなど、準

備に入りました。１月１５日から１ヶ月の署名＝「市民の税金を万博や新空港、徳山ダムへ使う

ことの是非を問う」住民投票条例制定の直接請求は、いわば市長選の前哨戦でした。提起からと

りくみまで期間が短く、厳寒の中での署名でしたが、市内の職場・地域で多くの組合員が受任者

、 ， 、「 」となって頑張り 法定必要数の２倍を超える８３ ３６７筆を集約 万博より暮らし・福祉を

「税金の使い道を見直せ」の声をひろげました。

しかし４月２２日の投票結果は、投票率が３１．４％（史上２番目の低さ）と伸びず、革新市

政の会も加わる「市民自治・名古屋の会」のうのていを候補の得票は１０万７千票にとどまりま

した。６党相乗りの現職が３４万票で再選され、予備校講師の牧野氏は６万４千票でした。長野

で吹いた「無党派の風」は吹きませんでした（同時に行われた清洲町長選挙でも、家族の介護の
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ために辞任した共産党員町長・大長氏のあとを受けた小山氏は届かず、民主町政の継承はなりま

せんでした 。）

３月はじめまでの「予備選」など候補者一本化をめざす共同の努力と試行錯誤の末に、統一候

補擁立の土壇場での失敗がマスコミに出て「シラケ」が拡がったのに加え、うの氏の勇気ある出

馬表明で選挙体制が整ったのが３月中旬と遅れ、のちに牧野氏も立ったことで反松原票が二分さ

れた点も響きました。

うの陣営は、この混乱や立ち遅れを候補者の抜群の人柄と気迫、政策の優位性で克服、全戸配

布ビラ、大演説会、車座集会、対話・支持拡大などに奮闘し、最終盤は激しく追い上げましたが

勝利には届きませんでした。告示後はチラシに候補者の写真も名前も出せず、新たにパンフカー

も禁止とされた「くらやみ選挙 、冷えたマスコミの扱いなども、無名のクリスチャン・うの候」

補の浸透を妨げました。その意味では１０万７千の票は「よくとった」とも言え、宗教者などと

の新たな共同や 「圧勝」を豪語した現職を追いつめた政策論戦（選挙戦後半での「敬老パス存、

続 「青年の雇用、３０人学級は重要」などの発言）とともに、たたかいの成果です。」

陣営のこの奮闘を中心で支えたのが愛労連の単産・単組や地域労連であり、組合員でした。と

りわけ自治労連は名古屋ブロックを先頭に大車輪の奮闘で、東京・京都・大阪など全国からの応

援オルグとともに職場・地域のたたかいを支え、うの押し上げの先頭に立ちました。学童保育支

部を中心とする建交労、医労連、愛高教、福保労、年金者組合なども頑張りました。

ただ、率直に言って今回の選挙は、こうした頑張りを愛労連全体のものには出来ず、組合員の

受け止めと行動には最後まで大きい落差がありました。革新市政の会や労働者連絡会への結集・

集中、対話・支持拡大、カンパなどはほとんどとりくめなかった職場も残し、全体の水準も前回

に比べて大きく後退しました。選挙期間の短さとは別に、保守層を含む「共同」や候補者擁立の

あり方、革新市政の会の組織運営や日常活動など、今後「会」全体で検討すべき課題も多いので

すが、それ以前に、市政に対する要求運動・地域運動の弱さもあり、市長選を闘うことの意義が

組合員のものになっていないことが背景にあると思われます。

革新・民主の自治体建設は名古屋だけの課題ではありませんが、それだけにどの単産・地域も

選挙が「要求前進の近道」であることについて改めて討議し、要求闘争と政治闘争の結合、組合

と組合員の活動のあり方について真剣に検討する必要があります。

５．とりくみの到達点と今後の課題

（１ 「はたらくルール」を軸とする共同をひろげ、春闘再構築へ －いま、愛労連の出番）

職場や地域を基礎に、秋闘、春闘、市長選とたたかってきたこの一年の到達点は、要求実現か

ら見るときわめて不満・不十分な一年でした。賃上げや労働条件は一進一退、リストラの嵐や国

民犠牲の悪政のもとで倒産と失業、不況もつづき、先行き不安も拭えていません。

しかし、追いつめられているのはむしろ政府・財界です。ゼネコン奉仕の大型公共事業に巨額

の税金を投入する「景気対策」の失敗、ＫＳＤ・機密費疑惑など根深い腐敗体質の露呈などで国

民の自民党離れは劇的にすすみ、財界・大企業の横暴なリストラや「ルールなき資本主義」への

不満は連合職場を含めて圧倒的な労働者にひろがりました。万博問題が示すように愛知県政も迷

走中です。

このなかで、たたかう「共同」がかつてないひろがりを見せ、愛労連と愛労連に結集する仲間

への期待が高まっています。社保協・自治労連と毎年つみ上げてきた自治体キャラバンには各市

町村とも率直な懇談が出来るようになりましたし、県立病院の３桁の職員削減提案を迅速な共同

行動で１桁にとどめさせた医療関係者の例でいえば 「医療ミスなくそう、看護婦増やせ」の運、

動をひろげる医労連に県と名古屋市の医師会が初めて懇談に応ずるなど、情勢が動いています。
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今もちあがっている三菱・大江工場閉鎖問題でも愛労連など主催の「６．１７シンポ」が職場で

大きな話題になり、労働者が「うちの組合もパネラーに」と申し入れ、執行部も検討する事態に

発展しています。港でもトヨタの支配する西三河でも、過労死を心配する家族の相談を職場活動

家と連携する地区労や地域労連が取り上げ、労基署が指導に入る成果をあげています。名古屋南

部あおぞら裁判の原告・患者、補助金カットに苦しむ障害者団体など多くの県民が愛労連に期待

し、大企業や愛知県などに向けて共同の運動をすすめています。

まさに「愛労連の出番」です 「くらしと雇用、福祉を守れ、はたらくルールの確立を 「大。 」

企業は社会的責任を果たせ 「国や県は税金の使い方を改めよ」の世論を高め、すべての労働者」

・県民に影響を与える運動へふみ出す条件は熟したと言わなければなりません。

その意味から、とくに今春闘の到達点は重要です。２００１年春闘では「パート賃金の改善・

賃金の底上げ、サービス残業根絶・雇用拡大、解雇規制を」の３要求がすべての労働団体に共通

、 、 。「 」の要求となり マスコミも取り上げ 厚生労働省も通達を出す成果がありました 春闘再構築

の新たな可能性を開いたこの３要求を堅持し、４年つみあげた「対話・共同」と総行動をさらに

発展させて 「はたらくルール」確立へみんなでとりくむ必要があります。、

・・最後に、愛労連運動発展のために克服すべき課題にふれます。（２）今後の課題

① 日常の職場闘争の再構築、組合活動家の育成を。

労働相談が増え、新たな組合結成が続いている一方で、既存の組合のなかで日常的な職場活

動が弱まり労働組合の魅力が見えない、若い活動家が少ないという指摘が出ています。愛労連

は、労働組合講座、サマーセミナーなど企画し好評でしたが、単産・地域の協力を得てさらに

意識的にとりくむ必要があります。きずなが支部ごとに組合説明会を開き、そのなかで新たな

加入者を迎えましたが、活動の重点を職場・地域に置く工夫も必要です。

② 地域を中心とした「対話・共同 「総行動」でみんなが共感・参加できる「国民春闘」を。」

政府・財界の攻撃のなかで、労働者にも、中小零細企業や地域住民にも耐え難い犠牲が強い

られています。私たちは３要求を軸に「すべての労働者に影響を与える春闘」の方向を確立し

ましたが あわせて中小零細業者や地域住民も共感し参加できる文字どおりの 国民春闘 世、 「 」「

直し春闘」をめざす必要があります。組合員が自らの要求で地域に出、他の労働者・住民とと

もに「地域春闘」をつくることが必要で、地域労連の強化が不可欠です。

③ 要求実現へ、経済闘争と政治闘争の結合を。

今の政治は私たちのくらしや福祉など大きく脅かしており、政治の民主的転換なしに、職場

の闘いだけでは要求実現にも限界があります 「政党支持自由」は政治に関わらないことでは。

ありません。労働組合として要求を前面に出しての政治闘争を工夫する必要があります。

④ パート・不安定労働者を含め 「１０万人愛労連」の建設を、

「 」 、 、念願の １０万人愛労連 へ向けて組織拡大推進委員会を定例化し 秋と春の拡大月間設定

労働相談の重視などとりくみ、増え続けるパートなど不安定雇用労働者の拡大も意識的に追求

しました。そして秋は５０６名、春は１６００名近くの仲間を新たに組合に迎えました（最終

１７５４名 。なかには相談が契機となった新組合もいくつか含まれています。パートの組織）

化では碧南市職労から独立した臨時職員労組が大きく仲間を増やしたのが注目されますが、他

にも名古屋市職労が関連職場のパート・臨時の組織化をすすめるなど、とりくみが始まってい

ます。

、 、 。 、この到達点は 全労連のなかではかなり先進的ですが まだまだです ①職場の多数派形成

②中立・友好労組の愛労連加入、③未組織の組織化の３つへさらに方針を具体化し、組織を大

きくして愛労連の影響力を確立すること、これと並行して地労委や最賃審議会などでの代表権

を確立することが重要です。
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Ⅱ．情勢の特徴と２００２年度の運動方針

＜情勢の特徴＞

２１世紀、それは新しい展望を切り開く世紀として、愛労連がどれだけ労働者・県民の共（１）

感と支持を得て、県内で多数派となっていくかが問われる世紀です。

国際的には、ヨーロッパやアメリカで労働運動が顕著に前進しています。週３５時間制やパー

ト労働者の正規労働者との均等待遇実現など、政府交渉やストライキなどで目覚しい成果をあげ

ています。パートと女性の組織化が前進し、１９年ぶりに増勢に転じたイギリスのＴＵＣ 「労、

働運動のルネサンス」と呼ばれる活性化と高揚を示し、増勢に転じたアメリカのＡＦＬ･ＣＩＯ

など組織的前進もあります。非核平和の世界をつくろうという国際世論も高まり、核兵器廃絶が

国連総会でも確認されました。

国内では、全労連と連合の２つのナショナルセンターで要求の一致が見られ、一部では共同闘

争がすすんでいることが特徴です。パート賃金の改善など底上げ、企業の一方的な解雇を規制す

る、サービス残業の根絶という３点での共通した要求は、いまや日本の労働界全体の課題になっ

ています。全労連が提起した「働くルール」確立の署名運動は、この要求を多くの労働者の共通

のものとしていく極めて重要なとりくみとなっています。

小泉政権が誕生し、支持率８割以上という結果をどう見るかが問題です。これは、自民党（２）

政治を改革すると言った小泉氏に対する期待の現れですが、それだけに 「変える」という中身、

をきちんとつかんで対話し、共同を広げることが大切になっています。

小泉政権は当面の最大の課題として「不良債権の早期最終処理」を掲げていますが、これは、

回収可能な企業にはさらなるリストラを迫り、回収不可能な企業は倒産などに追い込むもので、

試算によると、倒産企業２０万以上、新たな失業者が１００万人以上と言われています。社会保

障切り捨て政策、消費税の増税、憲法９条の改悪、集団的自衛権行使の検討、有事立法の制定な

どとあわせて、小泉政権の「日本改革」は国民犠牲をさらに強めるものです。このなかで、５月

の全国革新懇総会で新たに示された３つの共同目標－①日本の経済を国民本位に転換し、暮らし

が豊かになる日本をめざします。②日本国憲法を生かし、自由と人権、民主主義が発展する日本

をめざします。③日米安保条約をなくし、非核・非同盟・中立の平和な日本をめざします。－は

今日の時点での国民・労働者の中心的要求となっています。

県内では、リストラの嵐が吹き荒れています。三菱自動車大江工場の閉鎖、ＵＦＪ銀行発（３）

足に伴う、１０８店舗の削減と８１００人の従業員削減計画、名鉄百貨店での１５０名の希望退

職募集など、労働者を犠牲にして、さらに利益を確保しようとしています。トヨタ自動車がリス

トラで１９００億円もコストを削減し、９７２２億円と史上最高の経常利益をあげながら、奥田

会長が「もっと利益があってもいい。またまだ上を目指す」と言っているのは、資本の声として

象徴的です。

愛知県内の労働者は３２１万人に対して、完全失業者は１５万７千人・完全失業率４０％、.
有効求人倍率は０８４と雇用情勢は依然厳しい状況です。また、パート労働者は９４万人と全.

、 。国のパート比率２１２％に対し 愛知県のパート比率は２９２％ときわめて高くなっています. .
失業率が全国平均より低いのは、パート労働者が多いためとも言える状況です。

神田愛知県政は、愛知万博、中部国際空港、伊勢湾口道路などのビッグプロジェクト、２０世

紀型の開発行政ばかりに熱心で、県民生活の向上に目が向いていません。松原名古屋市政も愛知

県と中部財界に迎合して、住民生活向上には極めて不熱心です。住民のくらしを守り、向上させ

るという他方自治体本来の役割を果たせるよう、愛知県、名古屋市など各自治体に働きかけると

ともに、各首長選挙で革新・民主の自治体づくりに奮闘することが求められています。
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＜２００２年度のたたかいの３本柱＞

私たちをとりまく情勢は 「人間らしく生き働くルールの確立」をはじめ、私たちがこれまで、

に確認してきた「７つの基本目標 （第 ・ 回大会決定）や、それを強力にすすめる「１０万」 21 23
人愛労連」建設の重要性を改めて強調しています。愛労連はこの間のたたかいで切りひらいてき

、 、 「 」 。た共同の前進や春闘再構築の方向に確信をもち 向こう一年 次の ３本柱 に力を集中します

1. 働くルールの確立をめざし 「総対話・共同」の運動を大きく広げます。、

職場と地域を基礎とするリストラ反対・雇用確保、最賃闘争、不払い（サービス）残業一（１）

掃のたたかいを、すべて「働くルール」づくりに結合させてたたかいます。

「働くルール署名」は３年間で愛知の労働者の過半数をめざします。単産・地域労連は、（２）

職場と地域に影響力をもつ目標を、単組や分会ごとに議論して決定します。１０月には単産

、 「 」 、と地域が協力して 県下の労働組合の過半数を直接訪ねる いっせい労組訪問 をおこない

秋闘～春闘を通じて持続的にとりくみます。

中小事業者、中立・連合職場、パート・フリーターなどすべての労働者を対象にして運動（３）

をひろげます。

２. 税金の使い方の流れを変え、社会保障拡充・国民生活擁護のたたかいに全力をあげます。

２０万件以上の中小企業倒産、１００万人以上の失業者の増加を生む「不良債権処理」な（１）

ど、小泉流の「経済財政・骨太方針」と断固たたかい、労働者の雇用を守ります。

社会保障の大改悪や消費税の増税につよく反対します 「第２の賃金 「第２の税金」で（２） 。 」

もある社会保障拡充のたたかい、消費税減税のたたかいを強めます。

愛知万博の中止、新空港の見直しなど、ムダな大型公共事業をやめさせます。（３）

３. 職場・地域で要求実現のたたかいをひろげ 「１０万人愛労連」にむけた組織拡大を具体化、

します。

産別闘争とともに地域労連の活動を重視し、加盟組合相互の交流を深め、要求実現のため（１）

に各自治体への要求や諸団体との懇談をひろげます。

パートや臨時、フリーター、登録パートなど非正規雇用の労働者の組織化をすべての単産（２）

でとり組みます。

愛労連とともに全単産・地域労連が組織拡大目標をもち 「１０万人愛労連」へ全力でと（３） 、

りくみます。

＜主要課題の、課題ごとのとりくみ＞

１．賃金・時短・雇用 「はたらくルール」確立 ～「国民春闘再構築」のたたかい、

賃金・雇用・労働条件にかかわる職場のたたかいや愛労連のたたかいは、すべて「はたらくル

ール」確立に結びつけてとりくみます。

（１）不払い・サービス残業根絶、労働時間短縮 「はたらくルール」確立のたたかい、

① 厚生労働省の｢サービス残業根絶通知｣を活用し、単産・地域での学習と実態調査、会社・当

局への申し入れ、通達遵守の労使確認、改善などのとりくみをすすめます。あわせて 「いの、

ちと健康を守る」労働安全衛生活動を職場から強化します。
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悪質な企業の告発、過労死・メンタル自殺を防ぎ健康に働き続けられる人員配置など、要求

してとりくみます。

② 年間１５０時間を上限とする男女共通の残業規制、完全週休２日制、年間総労働時間１，８

００時間早期達成をめざし、時短闘争を強めます。

③ 労働者の過半数をめざして「はたらくルール」署名にとりくむ推進体制を確立します。単産

と地域の各機関、段階で「はたらくルール」署名にとりくむ意義を確認し、産業と地域に影響

力をもつ目標を決定します。当面、どの単産・地域も「組織人員×２筆」を１１月末までに集

約します。

④ パート・臨時・派遣など不安定雇用労働者を含めて、労働者の権利侵害や使い捨てを許さな

い職場・地域のたたかいを強化します。 第７回「パート・臨時の元気が出る集会 （１１月」

１８日予定）を成功させます。また「あいちのヘルパー集会」を、自治労連はじめ多くの単産

と共同でおこないます。

⑤ 秋闘の柱に「はたらくルール」確立をかかげ 「１０月＝労基法周知・徹底月間 「過半数、 」

労組への直接訪問＝１０．３総行動」など、第１回評議員会（９月８日）で具体化してとりく

みます。

（２）リストラ反対・雇用確保、すべての争議の早期解決をめざすたたかい

① 三菱自動車、ＮＴＴ、東海銀行など、大企業の横暴なリストラ「合理化」と労働者犠牲を許

さず、リストラ・過労死をなくす全県・地域のたたかいを強めます。

関連して、企業のモラルハザードや中小企業・労働者犠牲の「規制緩和」を許さないたたか

いにとりくみます。また、保育・学校給食・病院給食の民間委託をはじめとする「自治体リス

トラ」に反対し、地域住民とともにたたかいます。これらと結合して「はたらくルール」確立

をめざします。

② 住軽金９争議、鈴木・松井過労死裁判、丸八商運や板山運送の組合員排除をやめさせるたた

かい 全港湾ダイコー分会・千葉さん解雇争議 ニチメンの女子社員を職場に戻すたたかい ７、 、 （

月２日職場復帰、解決 、ヒット通商やサンファインの争議など、愛知のすべての争議の早期）

全面解決をめざし、ひきつづき支援行動にとりくみます。

また、愛労連国鉄闘争委員会や全動労勝たせる会を軸に、１５年目を迎えている国鉄闘争に

ひきつづきとりくみ 「１０４７名の解雇撤回」をめざします。、

③ 小泉内閣の「不良債権最終処理」による「貸し剥がし」倒産と大量失業に断固として反対

し、中小企業・業者の経営と雇用を守るたたかいを共同ですすめます。

④ 「労働相談年間５００件」の実績や「大企業の身勝手なリストラ・ノー」の世論をひろげた

とりくみをふまえ、愛知の労働行政に影響力をあたえ、県下の労働者に頼りになる愛労連の運

動と組織のいっそうの前進をめざします。

（３）職場要求実現、賃金底上げ、国民春闘再構築のたたかい

① 大幅賃上げを中心とする職場の切実な賃金・一時金要求は単産を軸にとりくみます。その前

提としての「働くみんなの要求アンケート」は組織人員をこえる数の集約をめざします。

② ｢誰でもどこでも月○○円、時給○○円｣の賃金底上げ要求、全国一律最低賃金制の確立など

最低保障要求をかかげ、パートも含めてすべての労働者を視野に入れたたたかいを引きつづき

重視します。

とくに最賃闘争は年間を通じたたたかいにし、最賃審議会への影響力を強めます。１２人か

ら５２人へと増えた最賃生活体験、地域での時給マップ作成・申し入れなど単産・地域での賃

金底上げ闘争 「誰でもどこでも時給１０００円以上」の宣伝など、愛労連としてさらに発展、

させ、愛労連推薦の候補も最賃審議会委員に任命させます。
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③ 成果主義・業績主義賃金の導入・拡大に反対してとりくみます。

、 、 。④ 公務員の賃金闘争は 人事院勧告期から確定まで 民間も共同してとりくむよう工夫します

当面、公務員労働者を中心に、生計費原則を否定する人事院の俸給体制見直し、成果主義賃金

導入・賃金制度改悪とのたたかいをつよめます。今年はじめておこなった中部人事院との標準

生計費交渉はさらにひろげます。

⑤ 賃金・退職金不払いなどの不当な行為には共同してたたかいます。

⑥ ２００２年春闘は、労働者の最低生活の改善・ はたらくルール」確立、大企業の社会的責「

任の追求、中小企業の経営危機打開・共同の「３つの方向」を追求し、すべての労働者に影響

を及ぼす国民春闘をめざします。

ビクトリーマップを作成するとともに、大企業の利益構造を明らかにし下請け単価の引き上

げをめざすたたかいにとりくみます。社会保障拡充、消費税の引き上げ反対、悪政阻止など国

民的課題で共同のたたかいを発展させます。

⑦ 春闘勝利・不況打開の総行動は、地域労連や官民の各労組との連携を重視し、｢総対話と共

同」｢地域総行動｣｢大企業包囲行動｣などを発展させてとりくみます。１月トヨタ総行動、２月

の愛知総行動など、具体的な行動配置は、１２月の春闘討論集会をへて、年明けの臨時大会で

決定してとりくみます。

２．税金の使い方の転換、社会保障拡充、国民生活擁護、政治を変えるたたかい

（１）労働者の雇用とくらし、中小業者の経営を守るたたかい

① 中小企業倒産の激増、大量失業者に直結する「不良債権処理」など、小泉流の「経済財政・

骨太方針」と断固たたかい、労働者の雇用を守ります。当面、参院選で、私たちの要求前進に

かなう政治勢力の前進をめざします。

② 財界・大企業本位、大型公共事業優先の景気対策などを抜本的に見直し、税金の使い方を国

民生活優先に切り換えるよう要求してとりくみます。

③ 中小企業・業者との懇談、共同を追求します。

（２）社会保障の拡充、消費税増税反対・３％に戻せ、国民生活擁護のたたかい

① ２００１年自治体キャラバン（１０月１６～１９日予定）を成功させます。地域労連では昨

年のキャラバンのまとめを活用し、事前に要求をつくります。

② 県による福祉医療・補助金カットを完全復活するよう、関係者と自治体の声を広げます。

③ １０月から２倍になる介護保険料の減免と利用料減免の制度を要求します。また、国保の資

格証明の発行に反対します。

④ 医療費の本人３割負担など、小泉内閣による社会保障制度大改悪に反対し、社保協などと提

携して大運動を起こします。

⑤ 年金者組合を中心に、年金財源の国庫負担を１／３から１／２に改めさせるたたかい、最低

保障年金確立のたたかいを重視してすすめます。

⑥ 消費税をやめさせる連絡会とともに、消費税大増税に反対し、３％に戻すたたかいを強化し

ます。

（３）平和と民主主義、地方自治の擁護、政治の民主的転換をめざすたたかい

① 有事立法や集団的自衛権容認などの策動に断固反対し、憲法９条を守ります。

② 反動的な教育「改革」に反対するとともに 「新しい歴史教科書」を採択させない運動・世、

論をひろげます。

③ 原水爆禁止、核兵器廃絶を中心とする平和の運動にひきつづきとりくみます。
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④ 司法制度改革へむけては「あいちの会」との連携を強め、司法の反動化を許さず、労働者・

国民本位の改革とするよう要求してとりくみます。

⑤ 信賞必罰を基本とする制度の抜本「改正」など、政府がすすめようとしている反動的な公務

員制度「改革」の危険性を暴露し、署名をひろげるなど、国公・公務共闘とともにたたかいま

す。そのためにも当面、職場の学習と宣伝をひろげ、官民の対話と共同、住民との懇談なども

具体化します。

⑥ 国に忠実な自治体づくりを念頭に、平成１７年３月までをメドに政府が推進している「市町

村の広域合併 （当面、３０００自治体→１０００自治体に）の危険性を暴露し、自治労連と」

ともに、住民合意を重視してたたかいます。当面 「第４回住民こそ主人公の地方自治をすす、

める交流集会 （９月２２日。７団体共催）を成功させます。」

（４）愛知県や県下自治体への要求運動を強化し、住民本位の地方政治をめざすたたかい

① 万博・空港など、大型公共事業への税金無駄遣いをやめさせるたたかいを強化します。

② 福祉医療や各自治体への補助金カットをやめさせるたたかい、地方交付税をふやさせるとり

くみをつよめます。

③ 東海豪雨災害を教訓に、緊急災害対策の実施を求めます。

④ くらし、福祉、環境を守る地域運動との連携を深め、要求実現に努めるとともに、革新・民

主の自治体建設へ地域の労働者・住民とともにとりくみます。愛知県政・名古屋市政について

は、ひきつづき「革新県政の会 「革新市政の会」とともにとりくみます。」

⑤ １２月の地労委労働者委員の任命に向けて団体・個人署名などの運動を強化し、今度こそ連

合独占を改めさせます。

３. 「１０万人愛労連」にむけた組織の拡大・強化のとりくみ

労働組合は「数が力 、愛労連発展のためには思い切った組織の拡大がどうしても必要です。」

組織率２割台、パートなど不安定雇用労働者が急増している現状を直視し、あらゆるとりくみを

組織拡大と結びつけて 「１０万人愛労連」への展望を切りひらくことが重要です。、

職場・地域に軸足をおいた日常活動の強化や組織整備、若い組合活動家の育成など、組織強化

を重視します。

（１）要求でのたたかいをひろげて組織拡大につなげます

① 職場・地域で要求実現の活動をひろげ、労働者の信頼をかちえて組合加入につなげます。労

働者の要求を聞き、いっしょに実現する活動を重視します。

② 本工主義（企業内主義、正社員・男性中心）からの脱皮をめざし、パート労働者を含めて、

職場・地域に働くあらゆる形態の労働者、関連企業の労働者を対象に組織をひろげます。

③ 愛知共済会の諸制度を活用して未組織労働者に働きかけます。

④ ヘルパーなど職能別組合を含めた緩やかな組合組織 「地域別パートユニオン」などパート、

の入りやすい一般組合の形態など、新しい姿の労働組合のあり方を研究します。

（２）単産・地域ごとに拡大計画をはっきりさせます

① １０年後の単産・単組の状況を見越して組織拡大方針と実行計画をたてます。当面、すべて

の単産・地域労連がそれぞれの拡大計画をつくります。愛労連は全体目標を明確にします。

② 組織拡大がすすまないところでは、なぜすすまないのか、分析を深めて課題を明らかにしま

す。

③ 「労働組合は数が力」に確信をもって組織拡大を進めます。
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（３）組織の拡大へ、計画的・持続的なとりくみをおこないます

① 組織拡大に財政と力を集中してとりくみます 「労働組合をつくろう」キャンペーンなど準。

備して組織拡大月間をとりくみます。その際、パートの組織化もとくに留意します。

② 組織拡大推進委員会と単産組織担当者会議を隔月で開催し、計画づくりと実践を点検・交流

します。

③ 友好組合、中立組合職場への訪問計画を立て、秋闘、春闘、メーデーなど年間を通じた交流

をすすめつつ、正面から愛労連加盟も訴えます。

④ 年金者組合への加入案内を節々で（年間を通じて）おこないます。

⑤ 「労働相談１１０番」のとりくみをひきつづき強化します。

（４）愛労連の組織と機能の強化をめざします

＜組織と機能の強化＞

① 組織強化のとりくみは、組織拡大とあわせて労働者に大きな影響を与える愛労連をつくって

いくために大切な課題です。機関会議の定期的開催と民主的な運営、機関紙・ニュースの定期

発行など、基本的なとりくみを単産・地域労連、単組・支部・分会などで追求します。事務局

機能の強化についても検討します。

② 時々の課題や労働組合として必要な基本的事項の学習会を随時開催するようにします。愛知

労問研、健康センター、社保協との連携を強め、学習活動をつよめます。愛労連としては新春

大学習会、第４回労働組合講座などを成功させます。

③ 地域労連の強化をめざして単産・単組・支部・分会の地域労連への結集に努めます。また、

事務所と役員・専従者の確保、運動と組織の発展に向けて、地域労連と協議し、前進をはかり

ます。

秋の全労連・全国交流討論集会（１１月８～１０日、山中温泉）に積極的に参加し、全国か

ら学びます。また、愛労連第１２回地域労連研究集会（４月予定）を成功させます。

④ 「組織強化検討委員会」を再開し、１０万人の愛労連建設、地域労連の強化、財政援助のあ

り方、機関運営の改善などについて検討をすすめます。

＜専門部、部会・委員会の強化＞

① 組織争対部、国民運動部、社会保障部、調査政策部、教育文化部など、専門部の活動を強化

します。

② 交通運輸部会、民間部会、金融流通部会など「部会」の活動を継続・強化します。また、リ

ストラ対策委員会、社会保障対策委員会、組織拡大・強化推進委員会など「委員会」活動をさ

らに強化し、新たに「働くルールの確立」署名推進委員会も立ち上げます。

③ いのちと健康対策委員会、最賃対策委員会、国鉄対策委員会など「対策委員会」の活動を継

続・強化します。

＜婦人協、青年協の強化＞

① 婦人協議会の強化に努めます。女性労働者が４割を占め、パート・派遣など不安定労働者が

激増する中でその切実な要求を組合に結集し、たたかいに参加することは重要です。各単産は

女性部をつくるよう、努力します。

② 各組合は実態調査などをおこない、女性役員の配置、大会・評議員会など機関会議への女性

組合員の参加比率を高めます。国や県の審議会・委員会にも女性の比率を高めるよう要求して

とりくみます。



- 17 -

③ 青年協議会の強化に努めます。単産青年部のとりくみの交流をすすめ、青年部の発展をうな

がします。青年部がない単産は、つくるよう努力します。

④ 東三河労働学校、北地域労働学校、港地域労働学校など実行委員会形式で青年が中心になっ

。 、 、 。ている労働学校を発展させます また サマーセミナー ピースウインドなどを成功させます

＊ 一部（とくに１月以降は）予定。＜主要日程＞

７月２７日 愛知最低賃金審議会（傍聴） ここまでに署名を

８月 ２日 全労連第２９回評議員会（～３日）

８月 ７日 原水爆禁止世界大会（～９日。長崎）

８月１８日 単産・地域労連代表者会議（ 働くルール署名」取り組み計画交流）「

８月２５日 愛知健康センター第１１期総会、

全労連東海北陸ブロック組織拡大学習交流集会（～２６日。岐阜）

日本母親大会（～２６日。滋賀）

９月 ８日 愛労連第１回評議員会（秋期年末闘争方針の決定）

＊ この頃、第３６期地労委労働者委員の推薦公示（任命は１２／１）

９月１４日 第１０回サマーセミナー／全労連東海北陸ブロック青年交流集会（～１６日）

９月２２日 第４回住民こそ主人公の地方自治をすすめる交流集会

１０月 ３日 「はたらくルール」確立、総行動（過半数労組への一斉訪問）

１０月１６日 自治体キャラバン（～１９日）

１０月２３日 国民大集会（１８時、明治公園）

１０月２４日 中央総行動（日比谷野外音楽堂）

１１月 ８日 全労連全国討論集会（～１０日。山中温泉）

１１月１８日 第７回愛知「パート・臨時の元気が出る集会」

１１月下旬 ＊ この頃、第１９回トヨタシンポジウム

１１月２５日 単産・地域労連代表者会議（秋闘の中間総括など）

１２月 ８日 愛労連・愛知春闘共闘「春闘討論集会 （～９日。予定）」

＜２００２年＞

１月 ９日 愛労連２００２年旗開き

１月１２日 新春大学習会

１月 トヨタ総行動、工場門前ビラ宣伝（労問研レポート批判を兼ねて）

１月２７日 愛労連第２６回臨時大会

１月 全労連社会保障討論集会（予定）

２月中旬 全国争議総行動（予定）

２月 列島騒然・全国総行動 「愛知総行動」、

２月 春闘自動車パレード（名古屋、豊橋）

３月初旬 国民春闘中央総行動（予定）

３月 ナースウェーブ（予定）

３月 賃金闘争、集中回答日 ～全国統一行動日（予定）

４月 愛知最賃行動

４月 財務・金融東海総行動

４月下旬 愛労連第１２回地域労連研究集会

５月下旬 愛労連第２回評議員会（春闘中間総括、大会準備）

６月 第４回労働組合講座
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当面の闘争と秋季年末闘争について

１．賃金・一時金闘争・人勧闘争と、最低賃金闘争の強化

（１）春闘・一時金闘争の到達点と当面の賃金闘争

春闘の賃金交渉は、６月２５日時点の集約では登録２４６組合中、回答引き出しが１７１組合

と約７割に増え、妥結・終結も半数を超える１３１組合に達して、全体としては収束に向かって

います。特徴は、広告・出版・新聞など「ＭＩＣ関係」が平均８～９，０００円でほぼ収束した

のに対して、医労連・生協労連などが５～６，０００円台、全国一般・ＪＭＩＵが４，０００円

台と「業種間格差」が際だって大きいこと。愛知春闘共闘でもっとも組合数が多い建交労で回答

が５８／９８組合（６割弱）にとどまり、平均賃上げ額も２，０００円を切ったこと。ついで組

合数が多い全港湾も２，０００円強の回答平均にとどまったこと。これらが響いて春闘共闘全体

の賃上げ単純平均が４，０００円を切り、３，７３３円に下がったことです。

「規制緩和」による過当競争の激化、荷主のコストダウン圧力、不良債権処理を急ぐ銀行の貸

し渋り・貸し剥がしなどによる経営不振が響いて 「ゼロ回答」での妥結も建交労で２２組合、、

全港湾で２組合にのぼっているほか、少子化や名古屋市のトワイライトスクールの影響などでそ

の存続や雇用問題が持ち上がっている学童保育が８カ所もあるなど、経営環境がきびしい単産・

職場は大変です。ほかの単産でも、企業の経営難や「賃上げどころではない」などの思想攻撃に

「 」 、 。よって賃金・人員の 合理化 提案が出され それが障害になって妥結できない例も出ています

人勧が出てから本格交渉という職場も残っています。

一方、夏期一時金闘争は、愛労連の６月２５日集計では登録２２１組合中、回答引き出し組合

は６９組合（３１％ 、妥結は４６組合（２１％）で、まさに闘争のさなかにあります。回答の）

単純平均は５２７，５８７円（１．９８月）で、昨年実績（４０７，３５７円、１．８６月分）

はかなり上回っているものの、８０８，６０３円（３．２４月）の要求から見ると不満です。賃

、 。「 」金がなかなか上がらない中で 一時金は貴重な生活給です 少なくとも昨年以上の一時金獲得

へ向け、今後の交渉強化が重要です。

したがって、当面する賃金闘争は、夏期一時金や８月人事院勧告に向けた公務員の仲間の要求

闘争とともに、納得のいく収束へ、未解決組合を包む粘りづよい交渉が求められます。

なお、人事院勧告（８月）や県・名古屋市の人事委員会勧告後のたたかいは、国公・自治労連

や公務共闘を中心に、民間労働者もできるだけ協力してたたかう形を追求します。

２）最低賃金改善のたたかい（

中央最賃審議会による最賃「目安」額の提示が７月末に迫りました。これを受けて、８月上旬

には地方最賃審議会の答申も出ます（８月７日、最賃審議会で決定 。愛知の最低賃金＝時間給）

６７７円・日額５４１１円は低すぎます。

愛労連は６月２５日に厚生労働省に申し立てた「最賃審議会の委員任命の取り消し」を求める

不服申立（＝審査請求）につづいて、７月１０日に愛知労働局賃金課との交渉を持ち、最賃の抜

本的な改善を要求します。また２７日には団体署名を提出し、愛知の最賃審議会の傍聴にも入り

ます。パートなど不安定労働者を含め、賃金底上げはすべての労働者に影響を及ぼす賃金闘争の

基本です。職場に残っている最賃要求（団体）署名を早急に提出するとともに（最終締切＝７月

２６日 、今後も、節々で力を集中したとりくみが必要です。）
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２．不払い残業根絶 「はたらくルール」確立と、秋の「総行動」、

（１ 「４．６通達」を武器にすすめる「不払い・サービス残業根絶」のたたかい）

裁量労働やフレックス制の拡大のなかで蔓延する「不払い・サービス残業」の一掃へ向けて、

厚生労働省が出した「４．６通達」は、全国のたたかいで出させたもので、私たちの重要な武器

です。４月２７日には総務省も都道府県などに「４．６通達」にもとづく労働時間の適正把握を

指示しており、官民を問わず活用できます。

７月末までをメドにすべての事業所で「実態調査」にとりくむとともに、単産や地域、職場で

学習会をひらき 「不払い・サービス残業根絶」への意思統一をはかります。、

また 「実態調査」の結果をふまえ 「①通達遵守の確認、②始業・終業時間の管理者記録、、 、

③残業代不支給の点検と支給」など企業や当局に申し入れ 「不払い・サービス残業」根絶への、

第一歩を踏み出します。

（２ 「はたらくルール確立」めざす“労働者過半数署名”への挑戦）

いま全国の仲間が 「①パート労働者などの賃金の底上げ・均等待遇の実現、最低賃金制の改、

善、②企業の一方的解雇を規制する法律の制定、③不払い・サービス残業根絶、労働時間短縮」

をめざす「はたらくルール確立」署名にとりくんでいます。全労連や春闘共闘は「連合」とも要

（ 「 、 」 ） 、求が一致する 注：連合は 雇用・生活危機突破 ワークルール確立 署名 この署名について

「３年計画で労働者の過半数から署名をあつめよう」と訴えています。

愛労連はこの夏、組合員と家族など対象に「はたらくルール確立」署名を本格的に開始し、当

面１１月末をめどに、組織人員の２倍、１１万筆を達成します。

そのため、

① すべての単産・地域は、署名の推進責任者を決め、単産・地域労連としての目標と行動計画

を愛労連に報告します（第１回集約＝８月７日、最終集約＝９月５日 。）

② 当面、愛労連は、下の「１０．３一斉労組訪問」で県下の過半数労組に署名用紙を届けて要

請もしますが、並行してすべての単産・地域が１１月末までに組合員と家族の署名は達成し、

その後、周りの同僚 「共同」の対象となる身近な労働者・住民に働きかけるなどとりくみ、、

全体として１１月末までには必ず「組織人員×２」筆の目標を達成します。

③ 愛労連として「３年で県下の労働者過半数」の達成をめざし、具体的なすすめ方は「署名推

進委員会 （第１回＝７月２５日）や幹事会、８月１８日（土）午後の「単産・地域代表者会」

議」などを経て、９月８日の第１回評議員会で決定します。

「 」 、「 」 「 」④ 労組訪問や宣伝など 外へ打って出る 行動は 総対話・共同 と結合する 秋闘の目玉

と位置づけ、下に掲げる「１０．３一斉労組訪問」を軸に、単産・地域ごとに創意をこらして

とりくみます。なお、この行動計画（執行部原案でも可）は８月７日までに愛労連へ集中し、

８月１８日の「単産・地域労連代表者会議」で全体の交流と調整をはかります。

（３ 「労基法周知・徹底月間 （１０月）の設定） 」

「はたらくルール」確立を職場や地域の大きな世論とし、労働者の雇用や権利、いのちとくら

しを守るために、奈労連に学んで、愛労連として１０月を「労基法周知・徹底月間」とするよう

提唱し、行政の対応いかんにかかわらず、当面３年間はとりくみを継続します。

この「月間」には、組合員と周りの労働者・住民の意識を高めるため、①パート、低賃金、た

だ働き残業、過労死の危険などにかかわる調査・宣伝活動、②ポスターやステッカー、ビラなど

による啓発キャンペーンなどを具体化し、③行政や経営者団体への要請もおこないます。

④パートも含めた広範な未組織労働者の組織化とも結合して、集中的な「労働相談日」の設定

なども具体化します。
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（４ 「１０．３一斉労組訪問」を中心とする秋の「総行動」）

① 愛労連の「秋の総行動」はあれもこれもでなく 「はたらくルール」を最重点とする一斉労、

組訪問を軸に、単産と地域の力を結集して成功させます。

② 「総行動」は１０月３日（水）とし、この日一日で県内３，０００労組の過半数への直接訪

問をやり遂げて「はたらくルール」確立への共同を要請、懇談します。このとりくみ成功のた

めに、単産・単組・支部・分会や地域労連の役員は積極的に年休を取り、一日「総行動」の参

加者を確保します（２人一組で５～６組合に訪問するなどして、全体として３，０００労組訪

問をめざすには、５００組・１，０００名の参加が必要 。なお、一斉労組訪問以外の行動は）

地域ごとに工夫します。

③ 全労連が８月２日の評議員会で提起する「秋の行動」については、８月１８日の「単産・地

域労連代表者会議」をふまえ、９月の第１回評議員会で愛労連としての対応を決定します。

ただし、その際も愛知の最重点は「１０．３総行動」とし、他は全国連帯行動（例えば「早

朝ビラ 、国民大集会など）や国民大運動との共同行動を、できる範囲で組む形とします。」

３．小泉流「構造改革」反対、社会保障拡充、国民生活擁護のたたかい

「不良債権最終処理」を柱とする「経済・財政骨太方針」による倒産・失業や、社会保障（１）

の連続改悪、消費税大増税などについては、小泉内閣の動向に注意し、国民大運動などとともに

共同行動を強めます。

とりわけ「不良債権最終処理」による倒産・失業の危機に対しては、自分たちの職場・企（２）

業とのかかわりに注意し、中小企業の経営と労働者の雇用・くらしをともに守る運動にとりくみ

ます。

具体的には、労問研と共催の「経営分析講座 （８月２６日、９月８日、１５日）に参加し勉」

強する、自分の会社の債務や「不良債権処理」の影響（銀行の貸し剥がしの危険）について経営

者との交渉・懇談をもち対応を検討するなど、単産・単組や職場のとりくみを重視してとりくみ

ます。

並行して、愛労連は、愛商連や中小企業同友会などと協議し、中小企業・業者の経営と労働者

の雇用・くらしを守る共同行動（宣伝・申し入れ、国会行動、銀行や経営者団体、自治体などへ

の要請行動など）にとりくみます。

愛商連や新婦人をはじめ、秋闘・春闘の「総行動」を共同ですすめてきた諸団体との協議（３）

は８月中におこない、まとまれば各地域にも連絡・要請します。

愛労連としての秋の最大の「総行動」は「１０．３総行動」に集中しますが、小泉内閣の（４）

動向によっては上記①～③も重視します。

恒例の「自治体キャラバン （１０／１６～１９の予定）については、社保協・自治労連（５） 」

と共催で継続・成功させ、社会保障拡充、補助金カット反対、消費税大増税阻止の世論をひろげ

ます。また、確定拠出型年金（日本型４０１Ｋ）導入の危険なねらいを明らかにし、必要な行動

にとりくみます。

４．リストラ「合理化」反対、職場の権利擁護のたたかい

三菱自動車やＮＴＴの人減らし反対のとりくみ、国鉄闘争や住友軽金属９争議支援をはじめと

する争議支援、リストラ・過労死を許さないたたかいなどは 「はたらくルール」確立のたたか、

いと一体のものです。愛労連・地域労連としてこうした身近な問題と「はたらくルール」確立を

意識的に結合し、連鎖キャンペーンにもつなげて相乗効果をあげるようにとりくみます。

また、企業の勝手なリストラ「合理化」反対、争議支援の当面のとりくみについては、愛労連
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「 」「 」 、 、リストラ対策委員会 国鉄対策委員会 や個々の支援共闘 愛労連幹事会での討議を重視し

節々で効果的なたたかいを組織します。

５．地労委民主化 「第３６期労働者委員」の公正任命をめざすたたかい、

、 「 」 、愛労連は１月臨時大会直後に 同会場で開かれた民主化会議の 署名スタート集会 に参加し

「組織人員の２倍」を目標とする署名を意思統一しましたが、本格的なとりくみはこれからとい

う状況です。改めて署名を開始し、目標数を達成して、１２月１日には必ず公正任命をかちとり

ます。

すべての単産・地域労連が「組織人員×２」筆の署名達成に全力をあげます。集約の節は８月

８日・お盆前、９月中旬・委員推薦公示の頃とし、最終集約は１０月中旬とします。

なお、民主化会議の「７．１９早朝宣伝」など県庁前ビラ宣伝は各単産から積極的に参加して

これを支え、労働部や知事などとの折衝に役立てます。９月に推薦する候補者については、９月

８日の評議員会で確認します。

６．参議院議員選挙の勝利をめざして

７月１２日告示・２９日投票でたたかわれる参議院選挙は、私たちにとってきわめて重要な選

挙戦です。当面の最重要課題と位置づけ、すべての単産・地域が全力でとりくむよう討議・意思

統一し 「愛労連 参院選挙闘争方針」にしたがって全力で奮闘します。、

７．地方自治擁護・住民本位の自治体建設、平和・民主主義を守るたたかい

堺屋前最高顧問の提言以来、あらためて混迷を深めている愛知万博は中止を要求し 「革（１） 、

新県政の会」などの提起する水曜宣伝など、共同のとりくみをつよめます。空港問題についても

共同を深めてとりくみます。

６月に「基本設計」がまとめられ早ければ来年の通常国会通過も狙われている「公務員制（２）

度の大改悪」について、学習を深め、国公や公務共闘などとともに危険なねらいを明らかにして

反対の運動をすすめます。

２００５年３月に向けて現在の３３００自治体を１１００～６００自治体に統合する住民（３）

「 」（ ） 、無視の 自治体合併 自治体の意思表示は今年度中が一つの目安になる について学習を深め

自治労連などと「住民の意向尊重」の運動にとりくみます。当面、９月２２日（土）に７団体共

催でひらく「住民こそ主人公の地方自治をすすめる第４回交流集会」に積極的に参加し、成功さ

せます。

「不適格教員」排除や児童生徒の出席停止、奉仕活動の「強制 「学区」自由化などに道（４） 」、

「 」 、 、 、を開く教育３法や 新しい歴史教科書 にみられる教育反動など 有事立法 集団的自衛権行使

改憲策動にもつながる教育の反動化に反対し、愛高教などと共同してとりくみます。

司法制度改革に向けては 「あいちの会」と提携し、司法反動かを許さず、国民本位の改（５） 、

革とするよう要求してとりくみます。

改憲につながるあらゆる動きに反対し、共同をひろげてたたかいます。（６）

原水爆禁止・核兵器廃絶をめざし、次のとりくみに積極的に参加し、成功させます。（７）

① グローバル・ピース・フェスティバル２００１（８月４日～５日 、）

② 原水爆禁止世界大会（長崎大会。８月７～９日）
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８．組織拡大・強化のとりくみ

組織拡大推進委員会と単産組織担当者会議を隔月で開催し、組織拡大にすべての単産や地（１）

域が計画を持ってとりくむようにします。

「東海北陸ブロック組織拡大交流集会 （８月２５～２６日。岐阜 「サマーセミナー・（２） 」 ）、

ブロック青年交流集会 （９月１４～１６日。昼神温泉）などを重視し、代表を送ります。」

「愛労連組織強化検討委員会」を再開し、必要な討議・検討をすすめて来年の定期大会に（３）

は答申を出すようにします。なお、これとかかわって、地域労連強化に向けた単産・地域労連代

表者会議など早急に具体化します。

愛労連２００２年度役員

議長 見崎 徳弘 愛高教 幹事 木柑子春信 建交労愛知県本部

副議長 伊豆原 直 自治労連愛知県本部 〃 河井 孝徳 愛知地域労組きずな

〃 小松 孝二 愛知国公 〃 国村 忠文 国一般愛知地方本部全

〃 小松 民子 愛知県医労連 〃 近藤 啓志 愛高教

〃 羽根 克明 自治労連愛知県本部 〃 杉江 功 知多地域労連

〃 平田 茂 尾中地区労連 〃 空 直樹 愛知国公

〃 柿内 公子 婦人協（自治労連） 〃 竹内 創 愛労連職員労組

事務局長 榑松 佐一 生協労連 〃 田中 道代 愛労連職員労組

〃次長 伊藤むつを 建交労愛知県本部 〃 玉置 重光 千種・名東労連

〃 吉良多喜夫 自治労連愛知県本部 〃 戸軽 佳代 婦人協（愛高教）

幹事 粟生 政男 崎・額田地域センタ 〃 仲野 智 福保労東海地方本部岡

〃 板倉 邦之 年金者組合愛知県本部 〃 原田 敏之 全日本金属愛知地方本部

〃 牛田 正美 全印総連愛知地連 〃 堀 勝 名古屋中地域センター

〃 梅野 敏基 自治労連愛知県本部 会計監査 竹内 武弘 銀産労

〃 太田 孝雄 タクシー協議会 〃 林 義博 名南地域労連

〃 尾崎 吉政 東三河労連 〃 牧野 浩 愛知国公

〃 小野 能弘 検数労連名古屋支部 顧 問 阿部 精六
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愛労連第２５回定期大会宣言

２００１年７月８日

愛知県労働組合総連合

第２５回定期大会

愛労連は、第２５回定期大会を開催し、この１年間の取り組みや県民との共同のたたかいを総

括した。そして大会での議論を通じて２１世紀の新時代を築く愛労連の責務を明らかにした。

この１年、自公保連立政権の推進する悪政と大企業によるリストラ「合理化」の嵐が吹きあれ

た。３４０万人という史上最悪の失業者、若者の就職難、労働者の実質賃金の低下、過労死・過

労自殺の続発、未権利状態のパート・臨時・派遣の増大など、労働者・国民の生活悪化はさらに

すすんだ。

失政・悪政を重ねた森内閣のあと誕生した小泉内閣は 「自民党を変えたい 「政治を変えた、 」

い」という国民の願いを背に、異常な程高い支持率を得ている。しかし発足から２ヶ月、小泉内

閣の言う構造改革が明らかになってきた。そのなかみは、不良債権処理で中小企業２０万件の倒

産、失業者１００万人の増大（民間の経済研究所の試算 、消費税の引き上げ、医療保険の改悪）

など労働者・国民に痛みを押しつける以外なにものでもない。さらに有事立法の策定、集団的自

衛権の行使など平和と民主主義を脅かし日本をアメリカの戦争に巻き込む策動を強めている。

県下でも三菱自動車大江工場の閉鎖、ＵＦＪ銀行の発足にともなう東海銀行のリストラ計画、

史上最高の利益を上げたトヨタもリストラがすすんでいる。神田県政は 「財政危機」にも関わ、

らず万博・空港など巨大な税金を投入する一方で、県職員の賃金切り下げ、県民生活に直結する

補助金・助成金を大幅にカットし県民犠牲を強いている。

しかしこれらの攻撃は、労働者・国民との矛盾をいっそう深めている。名古屋長選挙を前に取

り組んだ「市民の税金を万博や空港、徳山ダムへ使うことの是非を問う」直接請求署名は、ムダ

な公共事業への税金投入反対の世論を広げた。また、全労連の「ただ働き・サービス残業」をな

くせの粘り強いたたかいが厚生労働省通達を出させた。労働相談件数は年間５００件と増え、駆

け込み寺としてのセンターの役割を果たし、労働相談から始まったヒット通商支部の組合結成な

ど、組合に加入したたかう仲間も増えてきた。近藤団体生命保険の勝利、国の責任を認め「公害

差し止め」を命じた名古屋南部大気汚染公害訴訟などの前進も切り開いてきた。

。 。 、情勢はたたかってこそ切り開かれる そして共同の条件はさらに大きくなっている 大会では

①働くルールの確立をめざし 「総対話と共同」を広げる。②税金の使い道を改めさせ社会保障、

の充実、国民生活擁護のたたかいをすすめる。③１０万人愛労連に向けた組織拡大・強化、の３

つの柱で全力をあげてたたかうことを確認した。

この１０年間のたたかいで切り開いてきた運動の前進に確信を持ち、職場と地域を基礎にすべ

ての県民と労働者との対話と共同をいっそう広げよう。職場・地域から共同をすすめ、県民過半

数を目標にこの秋から働くルールの確立署名を広げよう。愛知万博をやめさせ県民の暮らしを守

る運動に奮闘しよう。賃金の底上げ闘争を強化し、２００２年国民春闘に勝利しよう。

パート・臨時など不安定雇用労働者も視野に入れて、要求を実現するために１０万人愛労連の

建設に単産・地域労連のすべての力を結集しよう。
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愛労連第25回定期大会
スローガン

すべての労働者・県民と共同ひろげ､
「働くルール」の確立を

－くらしと雇用、社会保障の拡充、政治の民主的転換を－

●リストラ・解雇の規制を、労働時間短縮・サービス残業なくせ、パートを均等待遇に、雇用の

拡大と働くルールの確立！ すべての争議の勝利解決を！

●生活改善・不況打開につながる大幅賃上げ実現！ 全国一律最低賃金制度確立 「底上げ」重、

視の要求を確立し、全労働者が参加する国民春闘を！

●医療制度改悪反対、介護保険制度の改善と年金・社会保障の拡充を！ 消費税はただちに３％

に引き下げよ、福祉目的税化による大増税許すな！

●国民本位の財政再建！ 補助金カット・ 地方行革」反対、万博中止、中部新空港の抜本的見「

直しを！ くらし・福祉・教育と中小・地場産業を大 切にする県政を！

●参院選勝利！ 住民が主人公の地方政治実現を！

●戦争法発動阻止・有事立法の法制化阻止、非核の政府を、憲法をくらしに生かす壮大な国民的

共同を！

●要求前進のためにたたかう労働組合をすべての職場と地域に！ 「総対話・共同」の大運動を

ひろげ、１０万人愛労連を！
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　　　　　　　     ＜愛労連2002年度／役員任務配置＞ 2001/7/11

  大　　　　　会
全労連関係

全労連幹事 伊豆原   評　議　員　会
評議員 見崎、榑松
東海北陸ﾌﾞﾛｯｸ 見崎、榑松 単産地域労連代表者会議

　幹　　事    会

【協議会】
ブロック協議会 平田、吉良

名古屋ブロック 堀、玉置
東三河ブロック 尾崎
西三河ブロック 粟生
尾張ブロック 平田
知多ブロック 杉江

青年協 榑松
婦人協 柿内、田中、戸軽

 【部会】
交通運輸部会 太田
民間部会 河井
※金融流通部会 国村、堀
※パート部会

公務共闘 羽根、小松孝、近藤
【委員会・対策会議】 商サ連 国村
国鉄対策委員会 責任者＝伊豆原 生公連 木柑子

東海ＭＩＣ 牛田
争議支援基金運営委 責任者＝伊藤む　委員　見崎、榑松 ※教育（近藤）
いのちと健康対策委 ※福祉（仲野）
田中、太田、小野、福保労、自治労連、愛高教、JMIU、全国一般
最賃闘争委員会 【共闘・労組関係】

愛知春闘共闘委員会 榑松、竹内、
見崎、伊豆原、吉良

※全動労勝たせる会 会長＝見崎 メーデー実行委員会 伊藤む
見崎、伊豆原、榑松

【専門部】 責任者 事務局 地労委民主化会議 見崎
総務財政部 伊藤む 田中 田中、榑松、成瀬、津田
組織争対部 平田 吉良 労働法制連絡会 伊豆原
国民運動部 伊豆原 竹内 中川、婦人協
社会保障部 小松民 伊藤む 愛知健康センター 伊豆原、田中
調査政策部 見崎 吉良
教育文化部 榑松 竹内 【共闘・いのちとくらし関係】

国民大運動実行委員 伊豆原、竹内
消費税止めさせる会 榑松、吉良

【共闘・平和と民主主義関係】 食農健・愛知の会 伊豆原、竹内
愛知革新懇 （阿部）見崎、榑松 あおぞら裁判 見崎、伊藤む
安保破棄実行委員会 吉良 愛知社保協 小松孝、小松民、伊藤む
原水協 竹内、見崎 消費者大会実行委員会伊豆原
母親大会、働く女性な柿内 国立医療を守る闘争委伊豆原
国民救援会 榑松 郵政公社を考える会 小松孝
司法改革県連絡会 見崎、吉良 労働者福祉共済会 阿部）国村、河井、田中

革新県政・市政の会 阿部）羽根、見崎、伊豆原
【その他】
大企業対策 見崎、伊藤む、（桜井）（三枝）、榑松、吉良
愛知労働問題研究所 （阿部）見崎、吉良
愛知学習協 見崎

建交労、港地区労、名古屋中、西三河
雇用・失業、リストラ対策委員会
担当４役　見崎　　事務局　伊藤む

【主要闘争課題の推進・対策委員会】
　「働くルールの確立」推進委員会
担当４役　伊豆原　　事務局　榑松

自治労連、愛高教、国公、医労連、全国一般、生協労連

吉良（三枝）JUIU（大平）自治労連（村松）国公（伊藤）
愛高教（近藤）、全国一般（黒島）、全労働（市川）

社会保障対策委員会
担当４役　小松民　　事務局　伊藤む

西三河（桜井）、港地区労（田中）、労問研（伊藤）

小松孝、板倉、仲野、（加藤瑠）、自治労連（　）国公（　）
年金者（　）５ﾌﾞﾛｯｸ（東三、西三、知多=杉江､名古屋、尾張）

組織拡大推進委員会
担当４役　榑松　　事務局　吉良

自治労連、国公、愛高教、建交労、医労連、全国一般、JMIU
尾中、東三河、名地連、見崎、伊藤む、吉良、田中

平田、伊藤む、田中、河井、自治労連（鈴木）、JMIU（大平）

【長期方針策定の特別委員会】

全国一般（黒島）、建交労（　）、年金者（　　）

組織強化検討委員会
担当４役　羽根　事務局　榑松

責任者＝伊豆原

責任者＝吉良

近藤、木柑子、全港湾（篠原）建交労（植村、工藤）自治労連

国村､河井､小松民､牛田､玉置､国公､自治労連､東三河､建交労
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愛知県労働組合総連合 第25回定期大会決定集

２００1年７月８日

愛知県労働組合総連合

〒４５６‐0006 名古屋市熱田区沢下町９-７ 労働会館東館３Ｆ

０５２－８７１－５４３３ FAX ０５２－８７１－５６１８TEL
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